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1.学校の沿革 

（１）学校名および設置者 

   学校名  JTB ツーリズムビジネスカレッジ 

   法人名  学校法人国際文化アカデミー  理事長名 小林 高広 

 

（２）設立年月日   1981 年 9 月 

専修学校設置認可 1987 年 2 月 

 

（３）所在地 

〒 170-0002 東京都豊島区巣鴨 3－2－12 

 

（４）設置学科（2026 年 3 月 31 日現在） 

課程 学科名 定員 実員 
実員のうち
留学生数 

商業実務専門 国際観光ビジネス科 ２６０人 ５１人 １０人 

同上 国際観光ビジネス訪日科 ６０人  ５４人  ５４人 

同上 国際ホテル＆ブライダル科  ８０人  １３人   ５人 

同上 夜間部  

国際観光ビジネス科 

４０人   ０人   ０人 

同上 夜間部  

国際観光ビジネスデュアル科 

 ４０人   ０人   ０人 

合計  ４８０人 １１８人  ６９人 

   ＊なお、夜間部については 2026 年 3 月 31 日をもって廃止 

 

（５）教員数 

   〔基幹教員〕13 名   〔基幹教員以外〕26 名 

 

（６）沿革と特色 

1982 年に開校し、2024 年 4 月に現校名へ変更した。最大の特色は JTB グループとの強

力な連携である。業界出身の講師による実習や直接指導を通じ、現場で活きる即戦力を

養成する。その教育成果は顕著で、41 年間の累計希望就職率 99.8%となっている。ま

た、旅行業務取扱管理者の国家試験合格率も全国平均の約 2 倍という極めて高い実績を

誇る。クラス担任制など、個々の学生に寄り添った丁寧な指導にも特色がある。 

 

（７）教育目標 

１．ツーリズム業界に必要な知識と実務能力を習得させる。 
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２．ツーリズム業界に必要かつ有効な資格を取得させる。 

３．知識だけでなく、実践に生かせる能力を習得させる。 

４．職業人としての基本となるコミュニケーション能力を習得させる。 

５．ホスピタリティの精神を行動に表わす能力を習得させる。 

 

 

2.自己点検評価総括表 

（１）実施期間 令和 7 年 4 月 1 日 ～ 令和 8 年 3 月 31 日 

（２）実施体制 常務理事法人統括本部長：鈴木良照 

理事校長：堀口由美子 

企画総務部長：田中篤、企画総務担当部長：寺澤浩一 

（３）重点目標 

令和 7 年度(2025 年度)は、中期経営計画「JTC Re-Born 計画 2028」の 2 年目にあたり、計

画の実現にむけた改革を本格的に始動させるフェーズとして、改革・再生に向けたアクショ

ンが迅速かつ着実に実践、実行することをあるべき姿と定めた。また、基本方針を「自ら変

わり、周りも変える！」とし、全てのステークホルダーとの「対話」を通じた相互理解を促

進し、未来に向けた自己変革・組織変革（トランスフォーメーション）をスピード感もって実

行することに注力した。 

具体的には、学校法人の組織を「法人経営（法人統括本部）」と「学校運営（専門学校）」

に分けるとともに法人全体としての KGI と KPI を設定し、その達成に向けて「学校運営」

「基盤戦略」「新規事業」「横断 PJT」のそれぞれの機能における戦略と具体的取組事項を策

定し、推進した。 

 

＜KGI＞ 

  2026 年度学生入学者数 150 名（高卒・既卒生 90 名、留学生 60 名）  

     ⇒結果：入学者数 122 名（高卒・既卒生 35 名、留学生 87 名） 

 

＜主要 KPI＞ 

１． オープンキャンパス(以下、OC)参加者数（高卒・既卒生／留学生） 320 名／200 名 

⇒結果：高卒・既卒生 120 名／留学生 425 名 

２． 出願率（  同   ）  35.0%／45.0% ⇒ 結果：36.7%／36.7% 

３． 旅行業務取扱管理者試験 合格率 総合 40%（or 全国平均の 2 倍）⇒  結果：12.5% 

                国内 70%（or 全国平均の 2 倍）⇒  結果：31.3% 

４． ホテル系国家技能資格合格率 50%  ⇒  結果：91% 

５． 授業アンケート評価／回収率  評価 4.0／回収率 100% ⇒  結果：4.4／100% 

６． 就職率（全体／ツーリズム業界）100%／95% ⇒  結果：100%／97% 
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＜機能別戦略方針＞ 

「学校運営」 

学生募集 

    1．ファクト（事実）に基づいた計画的な募集活動 

2．戦略的重点ターゲット：高卒・既卒生（A ランク） 

カリキュラム 

   ツーリズム業界の成長発展に資するカリキュラムの高度化と実践型教育の強化 

キャリア支援 

   ツーリズム業界の課題解決に貢献できる人材輩出組織への進化 

「基盤戦略」 

  業務効率化による時間創出、一人当たりの生産性の向上 

  DEIB・人財（サステナブルな成長を具現化する人財戦略の構築と新人事賃金制度と 

連動した目標設定・評価の浸透） 

  健康経営による「働きがい」のある職場づくり 

  サステナビリティ方針に基づいた、地球環境への配慮の実践 

「新規事業」 

  新プログラムのトライアルによる PDCA とコンテンツの磨き上げの徹底 

「横断 PJT」 

  価値向上 PJT・・・ブランド基盤整備の確立による実装フェーズへの移行 

  生産性向上 PJT・・・2028 年度のあるべき姿から逆算したビジネス変革と 

デジタル化による生産性向上 

（４）自己点検結果 

2 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

（５）本年度の課題 

「学校運営」 

学生募集 

 ターゲティングの精度向上やプロモーションの高度化によるオープンキャンパス（以

下、OC）参加数の増加および出願率の向上（特に日本人高校生・既卒生） 

カリキュラム 

 教育プログラムの高度化と、科目毎の実効性・有効性の確認・検証 

キャリア支援 

 新規就職先および大学編入先の更なる拡大 

 

「基盤戦略」 

 質の高い教育提供の維持にむけた継続的な環境整備、人財確保ならびにノウハウの継承 
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 財務改善による早期の経営安定化 

「新規事業」 

 収益事業（社会人・大学生キャリア支援事業）の体制強化、スキームの確立ならびに早

期収益化 

（６）改善に向けた取組 

「学校運営」 

学生募集 

 日本人高校生に対するツーリズム業界、JTB グループの認知拡大とツーリズム関連業務

の理解浸透 

 高校および日本語学校に対する当校の認知度向上に向けた更なる積極的かつ多様なプロ

モーションの推進 

 OC のブラッシュアップによる出願率の向上と、厳選な入学選考の継続による学生レベ

ルの維持ならびに退学率低下に向けた取組強化 

カリキュラム 

 「最先端かつ実践的な学び」の提供に向けた教育クオリティーの向上（新カリキュラム

における PDCA サイクルの徹底、ナレッジの可視化と構造化、企業実習（インターンシ

ップ）受入企業の確保・拡充、新たな形式・運営による授業実施に向けた意識改革と対

応） 

キャリア支援 

 ・㈱JTB はじめ JTB グループおよびツーリズム業界における採用枠の拡大ならびに大学と

の連携強化 

「基盤戦略」 

 施設およびインフラの継続的な整備による快適かつ効率的な学習・就業環境の確保 

 教育品質の向上と「新たな専門学校モデル」の実現にむけた人的資本の拡充 

「新規事業」 

・収益事業の 2026 年度本格稼働におけるプログラム開発、磨き上げと認知拡大、確実な集

客と催行 
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3.項目毎の自己点検評価 
1-1 

項目 1 教育理念・目的・目標 

小項目 1 教育理念、目的及び目標の設定等 
  
 評価の基準 

 教育理念等を踏まえ、当該専門学校としての目的及び目標を明確に設定し、養成す

る人材像を明確にしていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学則 2.細則 3.内規 4.学生便覧 5.卒業方針等が学科等ごとに記載されている

資料 6.その他（                            ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

3 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 本校の教育理念である「ツーリズム業界に必要な専門能力・ホスピタリティと共に、社会

人としてグローバルに通用する人間性・基本能力を備えた人材を育成する」及び、学則に

定めた目的「学校教育法に基づき、豊かな教養と国際的実務知識を備えた人材を育成し、

もって観光業界の発展に寄与する」を明確にし、教職員全員に加えステークホルダーに周

知するとともに、本校ホームページや募集パンフレットに掲載し、社会全般に広く周知し

ている。 

 教育理念の具現化のために、求める人材像を「アドミッションポリシー」という形で学力

と適正の両面で明確化し、上記媒体の他にオープンキャンパスや進路ガイダンスの場を通

じて、周知を行っている。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕学則、当校ホームページ、当校募集パンフレット 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 日本の成長産業でありながら人手不足が

予測される「ツーリズム産業」全般に対

する即戦力人材の育成・輩出という社会

の要請に応えている。 

 

【課題】 

 急増する留学生に対する経営理念やアド

ミッションポリシーの周知・浸透 

【長所の伸長】 

 人材輩出先であるツーリズム産業のステーク

ホルダーとの継続的対話による、社会・産業

のニーズの変化に対する対応とアップデート。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 オープンキャンパスや日本語学校の教員に対

するリアルな場を通じた当校の経営理念やア

ドミッションポリシーの周知・理解 
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2-1   

項目 2 教育課程、教育の実施、学修成果 

小項目 1 教育課程の編成と授業科目 
  
 評価の基準 

 ①学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な教育課程編成・実施方針を

作成した上で、教育課程を体系的に編成し、系統性・段階性に配慮した授業科目を配置して

いること。 

②外国人留学生に対して、日本国内に就職する際に必要となる日本社会の理解の促進に資す

る授業科目を 10 単位以上開設していること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学則 2.学生便覧 3.シラバス 4.履修ガイド 5.履修案内 6.カリキュラムマップ 

7.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

・本校では、アドミッションポリシーやカリキュラムポリシー、ディプロマポリシーを策定

し、2 年間で身に付ける力や教育課程の方針を明確にしている。各カリキュラムの狙い・目

的・到達目標を設定し、それに基づいた授業科目を配置するとともに、シラバスへ具体的

に反映している。 

 教育課程の方向性や目指すべき人材像については、年 1 回の全体講師会で専任・非常勤講師

を含め共有し、毎月 1 回のカリキュラム検討委員会において現状共有と課題整理を行ってい

る。また、学期末ごとに授業アンケートを実施し、学生の理解度把握に努めている。 

 外国人留学生に対しては、日本国内就職に必要な社会理解に資する授業科目を 10 単位以上

配置している。（2 年間：19 科目/66 単位） 

〔具体的内容の根拠となる資料〕学則別表、時間割、学生ハンドブック 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

・理念や各種ポリシーに基づき、目的・到達

目標を反映した体系的な教育課程を編成し

ている。 

・教育方針の共有と教育内容の点検・改善を

行う組織的な運営体制が整っている。 

【課題】 

 アンケート結果を活用した教育改善サイ

クルや、授業体系を継続的に検証・可視

化する仕組みの強化が必要である。 

 留学生向け授業において、日本の慣習・

文化理解を深める内容の充実が必要であ

る。 

【長所の伸長】 

・ポリシーや教育課程方針の周知を強化すると

ともに、カリキュラム検討委員会の議論を教

育改善に活用する。 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 授業アンケート結果を活用した教育改善の

PDCA サイクルを強化するとともに、授業体

系の可視化・継続的な見直しを推進する。 

 26 年度カリキュラム改訂を通じて、日本の慣

習・文化や社会理解を深める教育内容および

実習機会の充実を図る。 
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2-2 

項目 2 教育課程、教育の実施、学修成果 

小項目 2 教育の実施 
  
 評価の基準 

 ①授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技など、適切な授業形態で教育が実

施され、かつ、適切な教材が用いられるとともに、成績評価基準に基づき成績評価を行って

いること。 

②企業等と連携した、実習、実技、実験又は演習等（以下「実習・演習等」という）の授業

を行っていること。教育目標の達成に必要な企業等と連携した実習・演習等の単位時間また

は単位数の総授業時数に占める割合を具体的に設定していること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.シラバス 2.カリキュラムマップ 3.学則 4.成績評価基準  

5.指定養成施設の場合は指定規則・基準 

6.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 教育方針および目指すべき人材像に基づき、必修・必履修・選択科目を整理し、教育課程を

編成している。各授業科目では、シラバスに講義・演習・実習の割合や成績評価基準を明記

し、学生へ周知している。 

 企業等と連携した実習・演習科目を実施し、実践的な学びの機会を設けている。授業アンケ

ートは年 2 回実施し、授業内容および講師運営に関する評価を講師へフィードバックしてい

る。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕シラバス、授業アンケート、授業アンケート集計表、学則 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 教育方針に基づき、授業科目を体系的に

配置している。 

 シラバスに授業形態と評価基準を明示し

ている。 

 授業アンケートを継続実施し、講師へ共

有している。 

 

【課題】 

 授業全体の実習・演習等の授業割合の可

視化が不十分である。 

 授業アンケート結果を組織的な改善に活

かす仕組みが十分ではない。 

 企業連携の取組に学科間で差がある。 

 

【長所の伸長】 

 シラバスの明示内容を継続し、教育の透明性

を高める。  

 JTB グループの強みを活かした企業連携によ

る実践的な学びを継続する。 

 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 学科ごと実習・演習等の割合の確認 

 アンケート結果の一覧化と議論・勉強の場の

設定 

 企業連携先の拡充を進め、学科間の差を縮小

する。（学科特性に応じた連携先の再検討） 
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2-3 

項目 2 教育課程、教育の実施、学修成果 

小項目 3 単位・卒業認定 
  
 評価の基準 

 学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な卒業認定方針（資
格・免許等を含む修得させる職業能力を含む）を学科・コースごとに定め、当該方
針に基づき卒業の認定をしていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.シラバス 2.学則 3.卒業認定基準 4.指定養成施設の場合は指定規則・基準 

5.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

・成績評価および卒業判定基準については、履修規程第 6 条・第 7 条に基づき明確化し、学

生ハンドブックへの掲載を通じて学生への周知を図っている。また、成績評価判定会議を年

2 回実施し、定められた基準に基づき適正な卒業認定を行っている。 

 学生の出席状況を継続的に把握し、成績状況と連動した指導体制を整備することで、学習状

況の改善や修学継続を支援している。 

 資格・検定については、取得目標を明確に設定するとともに、合格率目標の設定、補講の実

施、合格者表彰、必要な講師配置など、目標達成に向けた支援体制を整備している。また、

資格・検定の合格率については過年度実績を蓄積・管理し、教育内容や支援体制の改善に活

用している。 

  

〔具体的内容の根拠となる資料〕学則、学生ハンドブック、成績判定会議資料、 

資格合格率管理資料 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 卒業認定方針および成績判定基準を明確

化し、学生へ周知している。  

 成績評価判定会議を定期的に実施し、公

平な卒業認定体制を整えている。  

・資格取得支援および合格率データの蓄積

を行っている。 

 

【課題】 

 資格・検定結果の分析方法や改善施策の

精度に学科間で差がある。 

 分析結果をもとにした改善サイクルが十

分に機能していない。 

【長所の伸長】 

 卒業認定基準の周知を継続し、学生の理解促

進を図る。 

 成績評価判定会議および資格取得支援体制

（補講含む）を維持・強化する。 

 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 施した改善策とその結果を記録・蓄積し、次

年度以降の支援精度向上につなげる。 

 分析結果に基づく補講内容や支援方法を見直

し、改善サイクルの精度向上を図る。 
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2-4 

項目 2 教育課程、教育の実施、学修成果 

小項目 4 学修成果目標の達成状況 
  
 評価の基準 

 ①卒業認定方針を踏まえ、学科・コースごとに職業能力を含む資質能力の修得（資

格・免許等の取得や知識・技術・技能の修得含む。）についての目標を定め、その

目標が達成できていること。 
②学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目標が達成できていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1. 卒業方針等が学科等ごとに記載されている資料 2.学生のポートフォリオ  

3.指定養成施設の場合は指定規則・基準等 

4.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 キャリア形成支援として、1 年生前期よりキャリアデザイン授業を実施し、早期から将来の

進路を考える機会を提供している。学生の状況や目標は担任と進路指導室で共有し、個別支

援につなげている。 

 ・就職活動状況は校内システムで一元管理し、適切な指導を行っている。また、業界研究授

業や企業説明会を通じて企業接点を創出し、JTB グループのネットワークを活かした就職支

援体制を整備している。 

 ・就職希望者の就職率 100％を 31 年連続、留学生就職率 100％を 5 年連続で達成してい

る。また、大学編入学等を含む多様な進路選択にも対応している。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕キャリアデザイン授業資料、就職支援管理システムデータ、

企業説明会実施記録、進路指導実績資料 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 ＪＴＢグループの強みをいかした企業と

の接点 

【課題】 

 学科毎の必要とされる能力の定義が不明 

 瞭 

 資格取得率低下に伴う分析と連動した指

導方法への反映 

 多様化する進路環境や求人動向に対する

情報収集・共有体制の強化 

 

【長所の伸長】 

 グループネットワークを活かした連携を継続

し、実践的な学びと進路機会の拡充を図る。 

【課題の解決に向けた方策】 

 26 年度より学科ごとに必要な知識・スキル

を整理し、それに基づいた必修授業の設定 

 26 年度選択科目化に伴う授業数減に対応

し、分析に基づく指導方法の見直しを進め

る。 

 早期からの職業意識の醸成ならびにキャリア

支援プロジェクトの設定 
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3-1 

項目 3 学生の受入れ、学生支援 

小項目 1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 
  
 評価の基準 

 ①入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、入学希望者に明示し、入学

者の選考を公正に行い、合否を決定していること。 
②学生の受入れは、入学定員に基づき適正に行っていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学則 2.入試規定 3.入試実施要領 4.入学者選考基準 5.募集要項 

6.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 「受入方針」や「選考基準・方法」を対象者（日本人高校生・既卒生及び留学生）ごとに

Web サイトや募集要項で明示し、公正な選考結果を踏まえ、判定会議にて合否判断してい

る。実施する面接では全ての受験生に対して必ず複数名の面接官で対応をしている。 

 本校の入学定員数 200 名（2026 年 4 月より定員変更）に対し、2026 年 4 月の入学者は 122

名(定員充足率 61.0%)であり、コロナ禍以降定員充足に苦戦をしているものの、過度な定員

超過や著しい未充足が生じないよう、出願・選考の各段階で受入数を適正に管理している。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕入学者選考基準、募集要項 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 当校への入学検討者における大学との併

願が増加しているなか、学生の希望を丁

寧に確認し、最適な進路検討を促してい

る。日本人は業界志望者が年々減少傾向

にあり、募集に苦戦している。 

 

【課題】 

 近年の外国人留学生の増加に比例して当

校の出願者も増加している。日本語能力

や学習意欲、ツーリズム産業への志望度

も踏まえ、留学生の入学許可の見極めを

より慎重に実施する必要がある。 

【長所の伸長】 

 オープンキャンパス等の学生との接点の中で

個々のキャリア志向を傾聴しながら、業界の

魅力を Web サイトやナビ媒体、進路ガイダ

ンスで伝えていく。 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 留学生の選考に関しては、評価基準の見直し

を行い日本語の読み書きのレベルをより厳密

に図り合格者の選定を行っていく。日本語資

格の有無だけで合否判断をせず、オープンキ

ャンパス時や面接時の日本語での受け答えか

ら日本語レベルを確認する必要がある。 
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3-3 

項目 3 学生の受入れ、学生支援 

小項目 3 多様な学生に対する支援 
  
 評価の基準 

 ②特に海外からの留学生について適正な在籍管理、進路（就職）指導を行うととも
に、日本人学生との交流の機会が確保されていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.多様な学生に対する支援が分かる資料 2.留学生の在籍管理、進路指導等が分か

る資料 3. 東京都の「専門学校・各種学校の留学生受入れ等に係る管理指針」の遵

守状況が分かる資料 4.その他（                      ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

３ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

・担任、保健師、学生サポート（学生窓口・進路指導）が連携した支援体制を整備し、出席状

況の定期確認や心身面のケア、必要に応じた個別面談・生活指導を実施している。 

 

・留学生については、出入国在留管理庁の指針に基づき、担任および学生サポートセンターに

よる在籍管理や個別指導を行い、指導記録を一元管理している。また、日本人学生との交流

機会を創出する横断型授業を実施し、相互理解を促進する学修環境を整備している。 

 

・関係機関との連携を通じて留学生支援に関する情報収集・活用を行い、適切な支援体制の充

実を図っている。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕就職先一覧、infoclipper 記録、学生動向記録、入学後アン

ケート 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 担任制によるきめ細かな在籍管理と個別

支援を実施している。 

 日本人学生との交流機会を教育課程に取

り入れている。 

 

【課題】 

 留学生の増加に伴った退学率増、価値観

の多様化に対応した教職員の理解促進 

 留学生の日本企業や就労文化への理解の

深化 

【長所の伸長】 

 外部機関との連携を継続し、留学生支援およ

び就職支援の充実を図る。 

 横断型授業を継続し、日本人学生との交流機

会を維持・拡充する。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 教務部主管となった学校全体への支援体制の

拡充 

 26 年度から日本の就労文化、慣習等を学ぶ授

業を設置 
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3-4   

項目 3 学生の受入れ、学生支援 

小項目 4 学生生活に関する支援 
  
 評価の基準 

 ①カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談に対応するための環境整備を行い、

適切に運営していること。 

②留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を抱える学生に対し適切な対応を行って

いること。 

③学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生の心身の健康管理体制を整備し、適

切に運用していること。 

⑤学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用しているこ

と。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.カウンセラーの配置等による相談体制等が分かる資料 2.学生便覧  

3.学生の手引き等に記載の相談体制等を周知する資料  

4.学校保健計画や学生の健康管理体制等が明記された資料 5.キャリア支援等に関する資料

6.その他（                             ） 

 

己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

３ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 担任、保健師、学生サポート（学生窓口・進路指導）による支援体制を整備し、出席状況

の確認、個別面談、生活指導を実施している。 

 入学後アンケートおよび健康診断を年 1 回実施し、学生の心身の状況把握と早期支援に努

めている。 

 保健師を週 2 回配置し、健康相談、熱中症・感染症対策を実施するとともに、心身に不安

を抱える学生には担任・保護者と連携した個別支援を行っている。 

 キャリアデザイン授業および担任との 1on1 面談を通じて、進路支援および学生生活の支

援を実施している。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕入学後アンケート、infoclipper 記録、健康診断結果、キャ

リアデザイン授業資料 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 担任・保健師と連携した体制を整備し、

早期に保護者へ繋ぐことができている。 

・キャリア教育と進路指導で連動した支援

体制を整備している。 

【課題】 

 支援内容や対応履歴の共有・蓄積を強化

する必要がある 

 早期発見・早期支援による修学継続支援

体制を強化する必要がある。 

【長所の伸長】 

 担任・保健師・学生サポートの連携を継続

し、早期発見・早期支援を推進する。 

 キャリアデザイン授業と 1on1 面談を継続

し、学生適性に応じた支援を充実させる。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 支援内容や対応履歴の共有と学校全体での支

援体制の構築 
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4-1 

項目 4 教育実施組織・教員 

小項目 1 教員の配置、募集、採用 
  
 評価の基準 

 ①教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた教員を確保するために基準
等（教員の採用基準等）を整備し、適正に運用していること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.教員の採用等に関する資料 2.教員名簿 3.教員の授業分担、時間割等の担当す

る授業時数等が分かる資料 4.教員評価に関する資料 

5.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 教育課程の実施に必要な専門性を有する教員を配置し、業界経験豊富な講師陣による実践的

な教育を行っている。また、年度ごとに担当科目一覧を作成し、教員配置および授業担当を

適切に管理している。 

 

 授業アンケートを実施し、授業内容や講師スキルを把握するとともに、結果を各講師へフィ

ードバックすることで授業改善につなげている。加えて、ポータブルスキルチェックシート

を活用し、教員の知識・スキル・経験を可視化することで、教員の資質向上に取り組んでい

る。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕担当講師一覧、授業別講師一覧、ポータブルスキルチェック

シート、授業アンケート結果 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 業界経験が豊富な教員を配置し、グルー

プメリットも活かし実務に即した教育を

実施している。 

 グループリソースを使った採用スキーム

がある。 

 

【課題】 

 校運営計画に対応した最先端知識・スキ    

ルを有する教員の確保が必要 

【長所の伸長】 

 教員の専門性や実務経験を活かした配置を継

続するとともに、スキル情報を効果的に活用

する。 

 継続しながらも拘らない若年層専門分野人財

の採用実施 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 計画に基づき、新たな教育分野に対応できる

教員の確保・育成 
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4-2 

項目 4 教育実施組織・教員 

小項目 2 教員の組織編制等 
  
 評価の基準 

 ①学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組織を整備し、業務分担、責任
体制を規程等で定めていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.専門分野の分かる教員名簿 2.業務分担体制の規程  

3.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 教育体制については、担任制を導入するとともに、専門分野ごとに経験豊富な専門講師を

配置し、学生へのきめ細かな指導体制を整備している。また、担当授業一覧表および教務

部担務表を整備することで、教員の役割分担と責任体制を明確化している。 

 

 担任ミーティング（週 1 回）、部会（週 1 回）、拡大会議（月 1 回）を実施し、学生状況や

教育上の課題について情報共有・検討を行うことで、組織的な教育運営につなげている。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕担当講師一覧、授業別講師一覧、会議議事録、教務部担当

一覧 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 定期的な会議を通じて、教職員間の情報

共有と連携を図っている。 

 

【課題】 

 教員構成の変化を踏まえ、持続可能な教

員組織の構築が必要 

 学校運営の変化に対応できる教員組織の

構築が必要である。 

【長所の伸長】 

 担任制および定期的な会議を継続し、組織的

な教育・学生支援体制を強化する。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 学校運営計画を踏まえ、計画的な教職員の採

用・育成を進める。 
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4-3 

項目 4 教育実施組織・教員 

小項目 3 教員の資質の向上 
  
 評価の基準 

 ①学校の教育活動の改善、工夫を行う FD(Faculty Development）などの取組や、教員の研

究活動、自己啓発等への支援を行っていること。 

①-2 特に職業実践専門課程においては、企業等と連携して組織的に行っていること。 

②教員の授業及び指導力等を修得・向上するための研修を企業等と連携して、組織的に行っ

ていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.教員研修に関する資料 2.専攻分野について企業等との連携が分かる資料 3.企

業等との連携による教員研修が分かる資料  

4.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 

 教職員の資質向上については、JTB グループの教育資源を活用し、専門性や指導力の向上

を目的とした研修を実施している。また、年間研修計画に基づき、教職員が計画的に研修

へ参加できる体制を整備している。 

 

 企業等が実施する研修への参加を通じて、業界動向や実務知識の習得を図り、教育内容の

充実および指導力の向上につなげている。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕教員研修受講履歴 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 JTB グループや関係機関の教育資源を活

用し、多様な研修機会を確保している。 

 

【課題】 

 研修成果を授業改善や教育活動へ反映・

共有する仕組みの強化が必要 

 教員の自己啓発や専門性向上を継続的に

支援する体制の充実が必要 

 

【長所の伸長】 

 JTB グループや企業と連携した研修を継続

し、教員の専門性および指導力向上を図る。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 研修成果を授業改善や教育活動へ反映・共有

する仕組みの強化が必要 

 26 年度より学び支援体制予定 

 

 

 

 



 

16 

 

5-1 

項目 5 教育環境 

小項目 1 教育環境の整備 
  
 評価の基準 

 ①教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等を備えていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.施設・設備等の概要 2.演習、実習、学生支援等の施設等が分かる資料  

3.指定養成施設の場合は、必要施設等が整備されていることが分かる資料 

4.図書室の整備や専門書等の整備が分かる資料  

5.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 2024 年 2 月から開始した学校のリノベーションが概ね終了した。図書室スペースをライ

ブラリーラウンジとしてコミュニケーション機能を付加（2025 年度稼働）、ホテル＆ブラ

イダル実習室の一新（2025 年度下期稼働）と旅館向けの和室実習室の新設（2026 年度稼

働）による実践的な教育への対応、常設の大型教室設置（2026 年度稼働）など、当校に求

められる教育に対応した施設リニューアルを実施した。 

 普通教室のマイク設備・ディスプレイ設備などへの一斉更新は出来ていないが、経年劣化

での不具合機器の速やかな交換や代替設備にて授業実施に支障がないように対応してい

る。また、3 階の Wi-Fi のアクセスポイント機器更新、学生用貸出パソコンの更新(12 月)

など IT 活用の授業への設備アップデートも行っている。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕募集パンフレット、社内立案資料 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 リニューアルにより座学ではない授業な

どへの対応が容易になり、多様な授業展

開が可能となっている。 

 

【課題】 

 土地の大きさ、建物構造のより広さの確

保には限界があり、簡単な教室運用がで

きないため、効果的な運用への調整など

労力が必要になっている。 

【長所の伸長】 

 カリキュラム改革の確実な実行により施設が

教育に有効活用され、相乗効果を産む。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 運用調整では限界もあるため、第１ＰＣ教室

のＰＣスキル授業以外での活用、および第２

ＰＣ教室の転換。 

・普通教室の老朽対策も耐用年数での見切り交

換を進める。 
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5-2 

項目 5 教育環境 

小項目 2 安全対策、防災組織 
  
 評価の基準 

 ①学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校における安全対策を適切に
行っていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学校保健安全法等に基づく計画等の安全対策が分かる資料  

2.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 毎年「災害発生時の緊急対応マニュアル」を見直しのうえ、教職員、学生を対象とした首

都圏直下型地震の発生、これに伴う大津波や大火災、大規模テロ発生等のレベル A の災害

を想定したシステムを利用した安否確認訓練をおこなっている。また、定期的に年１回の

避難訓練もおこなっている。 

 校舎については、１９８６年竣工で耐震化に対応しており、JTB グループ内のメンテナン

ス会社にて消防設備等の整備や保守点検の対応をしている。また、学校安全計画を策定の

うえ、ＰＣ・ＴＶ等の転倒防止措置や防犯カメラ（１６箇所）による監視・記録を実施

し、学生登下校時を除き、正面入り口施錠を実施している。 

 学校保健師と連携して、職員・学生に対して感染症対策を定期的におこなっている。 

 賞味期限切れの備蓄品がないように、備蓄品の定期的な点検をおこなっている。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕災害発生時の緊急対応マニュアル・緊急事態対応規程 

・安全衛生委員会年間計画 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 授業時間以外で起きた大規模自然災害の

際にも、全学生の安否確認をおこなって

いる。 

 毎年定期的に「災害発生時緊急マニュア

ル」を見直していること。 

 

【課題】 

 BCP プランが未作成。 

 教職員の健全な危機意識の定着化。 

【長所の伸長】 

 安否確認の発信をおこなうことが目的ではな

いため、クラス担任を通じた学生への災害発

生時の安否確認の報告の徹底指導。 

 時代に即した継続的な定期的なマニュアルの

見直し。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 BCP 作成のための情報収集。 

 教職員対象の定期的な危機管理に関する情報

発信や指導。 
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6-1 

項目 6 教育活動の基盤と改善・向上の取組 

小項目 1 中期事業計画と財務基盤 
  
 評価の基準 

 ②当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確
立していること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.財務計画、状況が分かる資料 

2.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 2025 年度決算では現預金 6 億円、特定資産 3.9 億円（＝特定資産用預金）を保有してい

る。学校の財務基盤は、大きな寄附がない場合は入学者の学納金次第であることから、将来

の入学者数に合わせた、利益・現預金（含む特定資産用預金）のシミュレーションを実施

し、学費の値上げ、および留学生奨学金の改定を実施し、先を見据えた中期数値を精査して

いる。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕財務諸表、理事会・経営会議資料 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 学校法人の認可条件でもある土地建物を

自己所有していることで経営における収

入は学生数の増減で絞られており、シン

プルな構造である。 

 

【課題】 

 収入が学生数に左右されるという、1 本

足の経営であるため、時代に合わせた学

校の在り方を常に検討し、先取りを含め

て、実行スピードと幅広い判断（建物設

備投資・人材育成と発掘投資を含む）が

必要。 

【長所の伸長】 

・投資事項のグランドデザインと優先順位を意

識した投資計画を行う。 

 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 NEXT：収入の多様化に向けた事業収益事業

の確立 

 教務：学生と社会・産業にニーズを汲み取っ

たカリキュラムの定期的な刷新 

・企画総務：入学募集施策への迅速な反映と執

行、施設設備のアップデート（整備） 
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6-2 

項目 6 教育活動の基盤と改善・向上の取組 

小項目 2 学校運営 
  
 評価の基準 

 ①学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われていること（職業教育に関す
るマネジメント（教育の企画・設計・運営等）における責任体制を含む。）。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学校運営に関する規定 2.学校運営に関する会議体、規則等及び運営状況が分か

る資料  

3.その他（                            ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

2 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 ２０２５年度から収益事業としての大学生・社会人向け講座の開設に伴い、学校法人の経営

を担う法人統括本部と教育事業の組織と役割・責任を明確にするために組織再編を実施し

た。加えて、組織図や職務分掌・職務権限等を明確にし、寄付行為に基づき理事会・評議員

会の適切な開催、審議、議事録作成などを行い、ガバナンス強化を図っている。 

 上記に加え、月１回の経営会議、毎週の部長連絡会を通じて、法人、学校の課題解決に加

え、2030 年を見据えた AI・DX 化を含めた学校経営・運営の在り方の検証を随時行ってい

る。 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕組織図、職務分掌・職務権限基準、各種会議規程 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 法人経営と学校運営を組織図及び職務分

掌・職務権限にて明確にした点 

 決裁基準の明確化による各会議体の位置

づけの明確化 

 

【課題】 

 全教職員の経営参画意識の醸成と組織間

の縦割り意識の払拭 

【長所の伸長】 

 教職員全員に対する職務分掌・職務権限の理

解と浸透 

 会議規程の再整備 

 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 経営情報の適切な共有と当事者意識の醸成、

風通しの良い組織風土づくり 
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6-3 

項目 6 教育活動の基盤と改善・向上の取組 

小項目 3 学校評価の実施と改善活動 
  
 評価の基準 

 ①学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部からの意見を反映するなど、
関連企業等団体、地域社会等からの意見を当該専修学校の運営やその改善・向上に
おいて活用していること。 
①-2 特に職業実践専門課程においては、教育課程編成委員会を年 2 回以上開催して
いること。 
②学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報を公表していること。 
③学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的に行っていること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等の議事録及び意見等が反映された

ことが分かる資料 2.関係企業団体、地域社会等の意見及び意見を踏まえた改善等

が分かる資料 3. 学校評価の結果や改善状況を公表していることが分かる資料  

4.学校評価の改善状況が分かる資料 

5.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

２ 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 地域、卒業生、就職先企業、業界関係者をメンバ－とし、学校関係者評価委員会を 7月に開催し 

幅広く意見を収集すると共に、明確となった課題に対して対応を協議し、次年度の学校運営計画 

や中長期経営計画に落とし込み、改善につなげている。 

 大学教員、業界関係者、当校役員、教職員をメンバ－とし、毎月カリキュラム検討委員会を開催し 

最先端かつ実践的な内容を習得できるようシラバスを見直し、就職率100％を継続している。 

 自己評価報告書、学校関係者評価報告書をホームペ－ジで公表している。 

 改善への取組事項は、学校運営計画に組み込み継続実施している。 

〔具体的内容の根拠となる資料〕学校関係者評価報告書、カリキュラム委員会議事録、 

自己評価報告書、事業報告書、中期経営計画、事業計画書 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 学校関係者評価委員会およびカリキュラム

検討委員会が機能しており、業界の変化に

対応する仕組みが定着している。 

 

【課題】 

 全教職員へ課題が共有されているとはいい

がたい。 

【長所の伸長】 

 幅広い意見を収集するため、各委員会のメンバ

－を定期的に入れ替える。 

 

【課題の解決に向けた方策】 

 学校関係者評価委員会およびカリキュラム検討

委員会の議事録を、全教職員に共有し理解を深

める。 
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6-4 

項目 6 教育活動の基盤と改善・向上の取組 

小項目 4 社会からの理解と情報の公表 
  
 評価の基準 

 ①当該専修学校の教育活動、学修成果、学校運営等の状況に関する情報を積極的に
公表していること。 
②教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連する教育機関、産業界等をは
じめ、社会全体からの理解を得るよう取組んでいること。 

 評価の基準を確認するための資料、データ 

 1.教育活動、学校運営等の情報を公表していることが分かる資料 2.教育目的等の

達成や活動状況の関連教育機関や産業界等に対する取組等が分かる資料 

3.その他（                             ） 

 

自己点検評価の結果 

〔点検結果〕 

2 
3：基準を満たしており、特筆すべき取組を行っている 2：概ね基準を満たしている  

1：基準を満たしておらず改善が必要 

〔現状の説明〕 

 教育内容や行事、カリキュラムに加え、事業報告書（学校運営報告書）として活動内容を公表してい

る。 

 日常の教育活動や学修成果については、ホームペｰジや SNS（X、インスタグラム、LINE）により情

報公開を行っている。 

 

 

〔具体的内容の根拠となる資料〕学校案内、ホームページ、SNS、事業報告書 

 

長所・課題 長所の伸長・課題の解決に向けた方策 

【長所】 

 ＨＰ上に「JTB カレッジ Note」として、

研修や学校生活などの最新状況を公表し

ている。 

 

【課題】 

 情報発信の頻度をあげていく。 

【長所の伸長】 

 学生がより興味の持てる情報を増やしていく。 

 

 

【課題解決に向けた方策】 

 ホームページへの公表のみならず、教育関係

機関や業界関係先へ積極的に情報発信し理解

を深めてもらう。 

 

 

 

 

 


